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　表１　雇用確保措置の実施状況

1,146 (68,324 ) 159 (13,058 ) 1,305 (81,382 )

87.8% (84.0%) 12.2% (16.0%) 100% (100%)

企業 1,011 (56,264 ) 157 (12,336 ) 1,168 (68,600 )

割合 86.6% ( 82.0%) 13.4% ( 18.0%) 100% (100%)

企業 135 (12,060 ) 2 (722 ) 137 (12,782 )

割合 98.5% ( 94.4%) 1.5% ( 5.6%) 100% (100%)

表３　雇用確保措置実施企業に関する状況

　表３－１　雇用確保措置の上限年齢

企業数 959 (52,105 ) 187 (16,219 ) 1,146 (68,324 )

割合 83.7% (  76.3%) 16.3% (  23.7%) 100% (100%)

全国との差

　表３－２　雇用確保措置の内訳

企業数 0 (830 ) 156 (8,829 ) 990 (58,665 ) 1,146 (68,324 )

割合 0% (  1.2%) 13.6% (  12.9%) 86.4% (  85.9%) 100% (100%)

全国との差（ポイン
ト）

　表３－３　継続雇用制度の内訳

324 (24,684 ) 133 (11,070 )

割合 53.9% (  39.1%) 32.7% (  42.1%) 13.4% (  18.8%) 100% (  100%)

全国との差（ポイン
ト）

［別紙］

①実施済み

4.6

4.1

　表２　規模別実施状況

①＋②合計

▲ 4.6

▲ 4.1

②未実施

(58,665 )就業規則

①定年の定めの廃止 ②定年の引上げ ①+②+③合計

(22,911 )

４５７  (３５,７５４)

①＋②合計

③継続雇用制度の導入

①６５歳以上
（含定年制なし）

7.4 ▲ 7.4

②６２～６４歳

14.8

①希望者全員

企業数 533

0.5

990

▲ 5.4

　②基準該当者 ①＋②合計

▲ 9.4

労使協定

0.7

※表１，,２，３：岐阜局と全国との対比を表す。左の数は岐阜局、右の数（　）は全国

①実施済み ②未実施 ①＋②合計

企業数

割合

全国との差（ポイント） 3.8

全国との差（ポイント）

▲ 3.8

全国との差（ポイント）

５１～300人

30１人以上
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